
 

資料４ 

子どもの貧困対策と就労支援 

 

１ 子どもの貧困対策推進に関する法律（平成 25年 6月 26日法律第 64号）【抜粋】 

  第一章 総則 

 （目的） 

 第１条 この法律は、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、

貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図

るため、子どもの貧困対策に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにし、及び子どもの

貧困対策の基本となる事項を定めることにより、子どもの貧困対策を総合的に推進することを

目的とする。 

 （基本理念） 

 第２条 子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の支援、就労の支援、経済的

支援等の施策を、子どもの将来がその生まれ育った環境により左右されることのない社会を実

現することを旨として講ずることにより、推進されなければならない。 

 ２ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連分野に

おける総合的な取組として行われなければならない。 

 （国の責務） 

 第 3 条 国は、前条の基本理念(次条において「基本理念」という。)にのっとり、子どもの貧困

対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 （地方公共団体の責務） 

 第 4条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、子どもの貧困対策に関し、国と協力しつつ、当

該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

  第二章 基本的施策 

 （子どもの貧困対策に関する大綱） 

 第 8条 政府は、子どもの貧困対策を総合的に推進するため、子どもの貧困対策に関する大綱を

定めなければならない。（略） 

 （生活の支援） 

 第 11条 国及び地方公共団体は、（中略）貧困の状況にある子どもの生活に関する支援のために

必要な施策を講ずるものとする。 

 （保護者に対する就労の支援） 

 第 12 条 国及び地方公共団体は、貧困の状況にある子どもの保護者に対する職業訓練の実施及

び就職のあっせんその他の貧困の状況にある子どもの保護者の自立を図るための就労の支援

に関し必要な施策を講ずるものとする。 

  



 

２ 子供の貧困対策に関する大綱（平成 26年 8月 29日閣議決定）【抜粋】 

 （17 ページ） 

第４ 指標の改善に向けた当面の重点施策 

   ２ 生活の支援 

    （４）子供の就労支援 

（ひとり親家庭の子供や児童養護施設等の退所児童等に対する就労支援）  

母子家庭等就業・自立支援事業を通じて、ひとり親家庭の子供に対する就業相談、就業

講習会の開催、就業情報の提供などを行う。また、自立援助ホームに入居する児童等に対

する相談支援や就職活動支援など、児童養護施設等の退所児童等のアフターケアを推進す

る。 

（親の支援のない子供等への就労支援）  

   新卒応援ハローワークやわかものハローワーク等を中心に正規雇用に向けた就職支援を行

う。 

 （定時制高校に通学する子供の就労支援） 

   ジョブサポーター等による定時制高校に通う生徒も応募可能な求人の積極的な開拓及びハ

ローワークにおける就職支援を行う。 

 （高校中退者等への就労支援） 

   ハローワークと学校等の関係機関が連携し、就職を希望する学生・生徒等に対して支援を実

施する。特に、高校中退者等についても、本人の了解の下、可能な範囲で学校、ハローワーク

及びニート等の若者の就労支援機関等で情報を共有し、求めに応じて速やかに支援を行う。 

 

 （19ページ） 

  ３ 保護者に対する就労の支援  

（親の就労支援）  

子育てと就業の両立など、ひとり親家庭が抱える様々な課題に対応し、生活支援や就業

支援を組み合わせた支援メニューをワンストップで提供することができるよう、就業支援

専門員の配置など必要な支援を行う。（以下略） 

    [注]就業支援専門員：大阪市では「ひとり親家庭サポーター」(区役所等に13名配置) 

 

 

３ 大阪市こどもの貧困対策推進本部 

 

  別添資料参照 

 

(平成28年3月1日新聞報道抜粋) 

  ・第1回本部会議が平成28年2月29日に大阪市役所内で開催 

  ・市内の小学5年生、中学2年生、就学前5歳児の計約6万人を対象とした実態調査を６～７月に

実施 

  ・夏以降に調査結果を有識者を交えて分析し、来年度以降の施策につなげる。 
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こどもの貧困対策の取組みを推進します

[2016年2月19日]

問合せ先：こども青少年局企画部総務課（06-6208-8152）

　大阪市では、こどもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖す

ることのない社会の実現に向けたこどもの貧困対策の取組みを推進します。

　こどもの貧困対策は、子育て、教育、福祉、健康など多岐に亘っていますが、市長を本部長とする「大阪市こどもの貧困対

策推進本部」を設置し、それぞれの分野が横断的に連携することができる体制を整備します。

　平成28年度は、生活実態や学習環境などの実態調査を行い、分析結果等により課題を整理したうえで、平成29年度以降に
重点的に取り組む施策を検討していきます。

　　【平成28年度予算額　600万円】新規
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